
＜ 補助対象となり得る販路開拓等（生産性向上）の取組事例 ＞ 

・新商品を陳列するための棚の購入 
・新たな販促用チラシの作成、送付 
・新たな販促用ＰＲ（マスコミ媒体での広告、ウェブサイトでの広告） 
・新たな販促品の調達、配布 
・ネット販売システムの構築 
・国内外の展示会、見本市への出展、商談会への参加 
・新商品の開発・新商品の開発にあたって必要な図書の購入 
・新たな販促用チラシのポスティング・国内外での商品ＰＲイベントの実施 
・ブランディングの専門家から新商品開発に向けた指導、助言 
・新商品開発にともなう成分分析の依頼 
・店舗改装（小売店の陳列レイアウト改良、飲食店の店舗改修を含む。） 
 ※「不動産の購入・取得」に該当するものは不可 

補助対象となり得る地道な販路開拓等（生産性向上）の取組は、下に記載のとおりですが、補助対
象経費の６分の１以上は、次のいずれかの要件を満たす事業でなければなりません。（裏面参照） 

Ａ：サプライチェーンの毀損への対応（顧客への製品供給を継続するために必要な設備投資や製
品開発を行うこと） 

Ｂ：非対面型ビジネスモデルへの転換（非対面・遠隔でサービス提供するためのビジネスモデル
へ転換するための設備・システム投資を行うこと） 

Ｃ：テレワーク環境の整備（従業員等がテレワークを実践できるような環境を整備すること） 

新規顧客獲得のため
の改装費用 

新規顧客獲得のための
チラシ作成と配布費用 

商品ＰＲのための看
板、のぼり製作費用 

商品ＰＲのための 
ホームページ製作 
費用 

販路開拓の展示会 
出展費用 

新商品開発等のた
めの機械購入費用 



＜取組事例＞ 

【「Ａ：サプライチェーンの毀損への対応」の取組事例イメージ】 
 ・外部からの部品調達が困難であるため、内製化するための設備投資 
 ・製品の供給を継続するための投資 
 ・コロナの影響により、生産体制を強化するための設備投資 
 ・他社が営業停止になったことに伴い、新たな製品の生産要請に応えるための投資 
【「Ｂ：非対面型ビジネスモデルへの転換」の取組事例イメージ】 
 ・店舗販売をしている事業者が、新たにＥＣ販売に取り組むための投資 
 ・店舗でサービスを提供している事業者が、新たにＶＲ等を活用してサービスを提供するため

の投資 
 ・有人で窓口対応している事業者が、無人で対応するための設備投資 
 ・有人でレジ対応をしている事業者が、無人で対応するための設備投資 
 ・非対面型・非接触型の接客に移行するために行うキャッシュレス決済端末の導入 
 ・デリバリーを開始するための設備投資（宅配用バイク等） 
 ・テイクアウト用メニューの試作開発費 
 ・テイクアウトを行うために必要なホームページの改修費 
  ※単に認知度向上のためのホームページ開設は、対象になりません。 
 ・テイクアウトサービスの提供の周知を図るためのポスティング用チラシの作成費用 
【「Ｃ：テレワーク環境の整備」の取組事例イメージ】 
 ・ＷＥＢ会議システムの導入 
 ・クラウドサービスの導入 

（単独での申請はできません） 
【「事業再開枠：感染防止対策」の取組事例イメージ】 

 ○消毒設備（除菌剤の噴霧装置、オゾン発生装置、紫外線照射機等）の購入、消毒作業の外注、

消毒液・アルコール液の購入 

 ○マスク・ゴーグル・フェイスシールド・ヘアネットの購入 

 ○清掃作業の外注、手袋・ゴミ袋・石けん・洗浄剤・漂白剤の購入 

 ○アクリル板・透明ビニールシート・防護スクリーン・フロアマーカーの購入、施工 

 ○換気設備（換気扇、空気清浄機等）の購入、施工 

 ○クリーニングの外注、トイレ用ペーパータオル・使い捨てアメニティ用品の購入、従業員指

導等のための専門家活用、体温計・サーモカメラ・キーレスシステム・インターホン・コイ

ントレー・携帯型アルコール検知器の購入 

 ○ポスター、チラシの外注・印刷費（従業員又は顧客に感染防止を呼びかけるものに限る） 

 ※消耗品（下線）は、２０２０年５月１４日以降補助対象期限までに購入及び使用したものに

限ります。なお、「受払簿（任意様式）」等によって、購入日、購入量、使用日、使用量等

を管理する必要があります。 

＜補助対象経費＞ 

（１）補助対象となる経費は、次の①～③の条件をすべて満たすものとなります。 

 ①使用目的が本事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費 

 ②2020年5月14日以降に発生し対象期間中に支払、使用等が完了した経費 

 ③証拠資料等によって支払金額が確認できる経費 

（２）補助対象となる経費について 

 補助対象となる経費は、補助事業期間中に発生する、感染防止対策の取組に要する費用の支出

に限られます。補助事業実施期間中に実際に使用し、感染防止対策の取組をしたという実績報

告が必要となります。ただし、今回の公募においては、特例として、２０２０年５月１４日以

降に発生した経費を遡って補助対象経費として認められます。 

◆本補助金は、給付金ではありませんので、審査があり、不採択になる場合があります。補助事業遂行の際に
は、自己負担が必要となり、原則後払いです。 

◆事業再開枠は単独では利用できません。 


